
職員の任免及び職員数

○採用者および退職者の状況

（注） 退職は、自己都合退職、定年退職、普通退職、勧奨退職、懲戒免職、死亡退職などがあります。

○部門別職員数の状況

（注） 職員数は一般職に属する職員数で臨時非常勤職員は除いています。

○定員適正化計画の年次別進捗状況

人事行政の運営等の状況について

農林水産

商工

△ 1 

小　計

35

4

26

4 

14

276

△ 1 6061

2

3 3

2626

26

3 

8

1 

△ 1 

45

275

45

27 年

計画始期

小　計

28 年

１年目

―

一
般
行
政
部
門

　　　　　　　　　　　区分

部門 平成28年

136

38

総務企画

議会

職員数

23

14

退職者数

43

対前年
増減数

3 3

事 務 職

技 術 職 11 6

区分 採用者数

病院

3

教育

9 9税務

小　計

特
別
行
政
部
門

39

13衛生

土木

民生

19

139

14

平成29年

36

公
営
企
業
等

会
計
部
門

4下水道

その他

1 

267

△ 1 

113 111 △ 2 

合　　計 275

職員数

対27年増減数

水道

9

29 年 30 年 31 年 32 年

２年目 ３年目

（各年4月1日現在）

（各年4月1日現在）

４年目 ５年目

276

(平成28年4月1日 から 平成29年3月31日)

給与実態調査 資料

地方公共団体定員管理調査
「部門別職員数（その１）」
「部門別職員数（その２）」

「部門別職員数（その３①）」
「部門別職員数（その３②）」
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○一般行政職の級別職員数

職員の人事評価の状況

職員給与の状況

○職員給与費の状況（普通会計決算）

○ 一般行政職の平均年齢、平均給料月額及び平均給与月額の状況

○一般行政職の初任給

○職員手当の状況

（平成29年度支給割合） 期末手当 勤勉手当

区分

職員数（人）

構成比（％）

職員手当

21

内容及び支給単価

1.7 月分

平均給与月額

職員の配偶者や子など他に生計の途がなく、職員が扶養している場合に支給
配偶者10,000円、子8,000円、配偶者・子以外の扶養親族１人につき6,500円

2.6 月分

40.8 歳

通 勤 手 当

管理職手当、時間外勤務手当、寒冷地手当など

157

146,100 円

308,489 円 373,294 円

593,858

13.4

5,938215,897

　　　　　千円

932,222

　　　　　計　　　B　　期末・勤勉手当

9.718.7

　平成28年度から全職員を対象に人事評価を実施しています。

職員個々の能力や実績を把握して、人事管理の基礎資料とすることにより、職員の人材育成と公務能率の向

上につなげ、行政サービスの向上を図ることを目的としています。

評価の手法は、職務遂行過程で発揮した能力を評価する「能力評価」と、目標管理により組織の活性化や職

員の能力開発の促進を目的とした「業績評価」により行います。

　　　　　千円

9.0

1345

主事の職務

12

６ 級

課長補佐の職務

４ 級１ 級

平均給料月額

住 居 手 当

主事の職務

２ 級

平均年齢

そ の 他

15.7

扶 養 手 当

区　分

28 年度

区分

標準的な職務

給　　料

主任の職務

　　　　　千円

25

３ 級

178,200 円

期末勤勉手当

通勤距離が片道2km以上、　2,000円から20,000円

手当名

一般行政職

33.6

　　　　　千円人

職員数 A

122,467

５ 級

課長の職務係長の職務

給　　与　　費

高校卒

自己所有及び自ら居住するための住宅を借り受けて家賃を負担している場合に支給

大学卒

　　　　　　　千円

給与費Ｂ／Ａ

(平成29年4月1日現在)

一人当たり

18

(平成29年4月1日現在)

(平成29年4月1日現在)

(平成29年4月1日現在)

地方公務員給与実態調査／地方公務員給与実態調査カード
「11-1 行政職給料表（一）の状況及び級別職員数（一般行政職）その１

給与実態調査
「職員数に関する調」

給与実態調査
「職種別、年齢別職員数に関する調（その３）」
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○退職手当の支給率（国と同じ）

○特別職の報酬等の状況

職員の勤務時間その他の勤務条件の状況

○勤務時間の状況

（注） 業務によってはこれと異なる勤務形態あり。

○休暇等

区分

区分

最高限度額

20.4450 月分

区分

814,700 円

勤続３５年 41.325 月分

49.59 月分

29.1450 月分

49.59 月分

勧奨・定年

34.5825 月分

自己都合

49.59 月分

勤続２０年

190,000 円

報
酬

副 議 長

議 員

610,800 円

給
料

（平成28年度支給割合）

副 町 長

240,000 円

配偶者・父母・子・配偶者の父母などの介護を行う場合

町 長

内容

病気休暇

（平成28年度支給割合）

教 育 長

議 長

4.4 月分

内容

日曜日及び土曜日

38時間45分

午前8時45分から午後5時30分まで

300,000 円

676,100 円

勤続２５年

3.4 月分

１日の勤務時間

１週間の勤務時間

1年度に20日、20日以内の残日数を翌年度に繰り越すことができる年次有給休暇

週休日

特別休暇 産前産後休暇、忌引休暇、結婚の休暇、子の看護休暇など

期末手当給料・報酬月額

介護休暇

負傷または疾病のため療養に必要と認める期間

区分

25.55625 月分

(平成29年4月1日現在)

(平成29年4月1日現在)

特別職の職員の給与に関する条例

標茶町議会議員の議員報酬
及び費用弁償に関する条例
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職員の休業に関する状況

○育児休業の取得状況

（注） 上段は平成28年度に新たに育児休業等と取得した者、下段は平成27年度以前から引き続き取得している者の数。

職員の分限及び懲戒処分の状況

職員の服務の状況

職員の研修の状況

内容

勤務実績がよくない場合や心身の故障のため職務遂行に支障がある場合、長期の休養を要
する場合、刑事事件に関し起訴された場合等職責が十分に果たすことが出来ないと認められ
る場合に任命権者が本来の権限に基づき公務能率の観点から行う処分で免職・休職・降任・
降給の4種類があります。

法令違反、職務上の義務違反、全体の奉仕者たるにふさわしくない非行のあった場合に科す
行政上の制裁で戒告・減給・停職・免職の4種類があります。

育児休業等
対象者数

計

男性職員

女性職員

区分

戒告　4人
減給　2人

地方公務員法により、職員は全体の奉仕者として公共の利益のため勤務し、職務の遂行にあたっては全力をあげ

てこれに専念しなければならないと定められており、法令等に従う義務、秘密を守る義務、職務に専念する義務等

各種の義務が課せられています。

多様化する行政需要に的確に対応するため自ら考え解決する職員の能力、社会状況の変化、分権型社会へのな

がれ、厳しさを増す財政状況等に対応し、様々な課題に的確に対処し一層住民の信頼と期待に応えるため職員の

資質、知識、技術の向上を図るため各種研修を実施しています。

　　　市町村研修センター派遣 5人、専門研修 8人、町村会研修 21人、職場研修等　延 280人

　　　その他一般教養等研修 5人

懲戒

休職　1人分限

うち育児休業
取得者数

平成28年度中に新たに取得可能となった職員

うち部分休業
取得者数

うち育児短時間
勤務取得者数

平成28年度の状況

2

1

2

3
2

育児休業 部分休業
育児

短時間勤務

平成28年度の取得者数

地方公務員制度実態調査
「第１表 分限処分者数」
「第２表 懲戒処分者数」

【職場研修等】
道内研修 8人、道外研修 2人、海外研修 2人

新採研修 13人、人事評価 21人、普通救命 96人
しべちゃフェア 16人、給食調理員 8名

保育園・幼稚園・子育て（講演会）　48人
パートナーズ　27人

保育園関係職員 実技研修　39人

勤務条件等に関する調査
表7　育児休業等の取得状況（その１）（個表）
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職員の福祉及び利益の保護の状況

● 福利厚生の状況

● 互助会に対する公費負担状況

※北海道市町村職員福祉協会の詳しい事業内容については、福祉協会のホームページをご覧ください。

公平委員会への不服申立等の状況

実施主体 内容

0 件 

不利益処分に関する不服申立の状況 0 件 

区分 件数

勤務条件に関する措置の要求の状況

区分

北海道市町村職員共済組合

北海道市町村職員福祉協会 医療給付、福利厚生事業、貸付事業等を実施

短期給付、長期給付、福祉事業等を実施

会員数 一人当たりの公費負担額

566,150 円 2,590 円271 人

互助会名

15.4 %

公務災害

職員の
福利厚生

町

地方公務員災害補償基金

北海道市町村職員福祉協会

公費負担額 公費負担率

職員が公務上の災害や通勤途上での災害を受けた場合は災害補償制度
が適用されます

(平成28年度)

健康診断、健康増進事業、職員住宅

社会福祉協会負担金 職員に対する福利厚生事業調査
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